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世の中に必要な人間となれ、
世の中に必要なものこそ栄える

企業理念

企業理念「世の中に必要な人間となれ、世の中に必要なものこそ栄える」は、創業以来の事業哲学を表現しており、
社会や生活者の満足を追い続けようというものです。当社の全ての事業の根底に、この企業理念が脈々と受け
継がれています。例えば、基幹事業であるLPガス事業では、主婦の台所労働を大幅に軽減する「家庭の燃料
革命」を進め、今やくらしに、産業に、緊急時にも信頼できるクリーンエネルギーとして広くご利用いただいてい
ます。また、もう一つの基幹事業である産業ガスも、私たちの身の回りにあるほとんどの製品の製造現場で使用
されており、産業の発展に欠かせない重要な社会インフラとしての役割を果たしています。さらに、当社がパイオ
ニアとして市場を一から開拓してきた水素は、今や産業用途のみならず、脱炭素社会の究極の担い手として
エネルギー利用の道が拓かれ、社会実装に向かって大きく動き出しています。
地球温暖化をはじめとする環境問題やエネルギー問題など、多くの解決すべき社会課題がありますが、当社は
これからも「世の中に必要なもの」を絶えず創造し、ご提供することにより、持続可能な社会、循環型社会、脱炭素
社会の実現を目指してまいります。

幅広いステークホルダーの皆さまに、イワタニグループの概要および中長期的な事業戦略について、財務情報・非財務
情報の両面から、より一層ご理解いただくことを目的に2022年度より統合報告書を発行しました。本報告書では、当社の
社会価値創造と企業価値向上に向けた主な取り組みや事業戦略などを説明することで、中長期的な成長ストーリーを
伝えています。今後も、イワタニグループの中長期的な企業価値向上に向けた取り組みを分かりやすくお伝えするコミュニ
ケーションツールとして、内容の充実に努めてまいります。
【報告対象期間】 決算期に合わせ、本報告書の記載事項は原則として2022年4月1日～2023年3月31日の期間を対象と
　　　　　　　しています。（一部の記載事項はこの期間の前後の内容を含みます）
【発　　　　行】 2023年10月
【参考ガイドライン】 ●国際統合報告評議会（IIRC）「国際統合報告フレームワーク」
　　　　　　　●経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」

編集方針

このレポートに記載されている業績予想ならびに将来に関する見通しは、潜在的なリスクや不確実な要素を含んでいます。
そのため、さまざまな要因の変化によって、実際の業績は、記載されている将来見通しとは異なる可能性があることを
ご承知おきください。

見通しに関する注意事項（事業などのリスク）
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「世の中に必要とされる企業」であり続けるために
新たな価値の創造に努め社会に貢献していきます

イワタニ企業倫理綱領
❶顧客が求める新しい価値を創造し、社会に貢献します。

❷�関係法令の遵守及びその精神を尊重し、
　公正で自由な競争を通じ、社会的責任をはたします。

❸�広く社会の共感、相互理解を得るために、
　積極的に企業情報を開示するとともに
　社会との対話を行います。

❹�事業環境の変化に柔軟に対応するため、
　人種・国籍・性・年齢等を問わず多様な価値観を尊重し、
　能力を充分発揮できる環境をつくります。

❺「住みよい地球がイワタニの願いです」との
　認識に立った、脱炭素社会の実現及び環境との
　共生をめざす企業活動を行います。

❻国際的な視野に立った企業経営を行います。

住みよい地球がイワタニの願いです
企業スローガン

企業理念

イワタニ企業倫理綱領／
イワタニグループ環境憲章

○基本理念　○行動指針

事業活動と環境活動の両立

「世の中に必要な人間となれ、
世の中に必要なものこそ栄える」

産業ガス・機械

マテリアル総合エネルギー

1930年の創業時より、当社は「世の中に必要な人間となれ、

世の中に必要なものこそ栄える」という企業理念のもと、くらし

や産業にエネルギー、産業ガス、マテリアルなど幅広い商品や

サービスをお届けしています。その根底には、これからの世の中

が必要とする新しい価値を創造することで、社会に貢献したい

という思いがあり、それが事業推進の大きな原動力になって

います。

当社は1941年から水素を究極のクリーンエネルギーとして

捉え、水素エネルギーの普及に向けた歩みを進めてまいり

ました。創業40周年を迎えた1970年に発表した「住みよい

地球がイワタニの願いです」をスローガンに、水素の利活用を

通じて CO2フリー社会を実現することで、環境問題という

社会課題の解決を目指すとともに、SDGsの達成にも貢献して

まいります。

水素エネルギー社会の実現に向けては、2020年12月に設立

された「水素バリューチェーン推進協議会」では共同代表の

一員として、また、世界のエネルギー関連企業が中心となって

発足した「Hydrogen Council(水素協議会)」の主要会員と

して、当社はグローバル規模で水素利用促進に向けた活動を

行っています。

水素の新たな需要創出については、燃料電池自動車(FCV)の

普及に向けて日本国内および米国で水素ステーションの整備

を進めています。今後は、トラックやバスなどの燃料電池商用

車向け水素ステーションの整備や、セルフ化の推進など運営

コストの削減に注力してまいります。

また、工場の脱炭素化や、電車や船舶など水素を利用する

大型モビリティーの実用化に対応した燃料供給など、お客

さまの脱炭素化ニーズに応える新たな水素需要を獲得して

まいります。

CO2フリー水素の確保に向けては、豪州の電力会社や鉄鉱石

生産会社と共にグリーン液化水素製造の事業化を検討して

います。特に、NEDO(国立研究開発法人 新エネルギー・産業

技術総合開発機構)のグリーンイノベーション基金事業に採択

された「液化水素サプライチェーンの商用化実証」においては、

年間数万トンの大規模な水素の液化・輸送技術を世界に先駆

けて確立し、水素の製造・液化・出荷・海上輸送・受入までの

一貫した国際間の大規模液化水素サプライチェーンの実証を

行います。

国内では再生可能エネルギーによる発電でグリーン水素を

製造する「福島新エネ社会構想」への参画をはじめ、廃プラス

チックからの水素製造への取り組みを開始するなど、多角的な

実用化検討を行っています。

一方、当社の主力であるLPガス事業は全国330万世帯以上の

顧客がその事業基盤になっています。安定供給、お困りごとの

解決、保安、地域貢献、環境などさまざまな側面からお客さまの

くらしをサポートしています。また、LPガスに水素を混合する

ことによる低炭素化やプロパネーションの実現（グリーンLP

ガスの合成）に向けた研究など、LPガスの脱炭素化にも積極的

に取り組み、お客さま・地域から選ばれる「エネルギー生活総合

サービス事業者」へと進化してまいります。

来るべき100周年、そしてその先への飛躍に向けて、これからも

全てのお客さま、株主・投資家の皆さま、お取引先、地域の

方々、そして社員に新たな価値を提供し続け、“進化する総合

エネルギー企業”として持続的な成長を目指してまいります。

3 4

代表取締役会長 兼 CEO 代表取締役 社長執行役員

ステークホルダーの皆さまへ



当社の事業展開

マテリアル事業

19501930

1952年 合成樹脂の取り扱い開始
1953年 ガス管、継手、バルブ類の金属関連、
 ルチールサンド（被覆材）の原料関連の取り扱い開始
1976年 ワンタッチで取り出せるポリ袋「アイラップ」発売
1977年 川崎製鐵（株）（現 JFEスチール（株））の
 一次商社となり、金属部門を拡大

2004年 超精密スリット加工事業の
 中国展開を開始
2012年 スマートフォン関連部材の取り扱い開始
2012年 植物由来の「バイオマスPET樹脂」販売開始
2014年 バイオマス燃料「PKS」販売開始
2016年 リサイクル性に優れた
 「アルミニウム触媒PET樹脂」販売開始

2020年 （株）アールプラスジャパンへの資本参加
2022年 ノルディック・マイニング社への資本参加
2023年 バンコクアイ・トーア社の生産能力拡張

●産業ガス顧客へ金属などの
　原材料供給を開始

総合エネルギー
事業

2021年 カセットボンベ製缶工場を新設
2021年 「イワタニゲートウェイ」のサービスを開始
2022年 （株）エネライフを発足
2022年 カーボンオフセットLPガスの販売開始

2021年 タイのヘリウムセンターを開設
2022年 HySTRA実証試験の完遂
2022年 トキコシステムソリューションズ（株）を
 完全子会社化
2022年 Aspen Air US社を買収
2023年 Stanwell社らと共に豪州グリーン水素事業の
 基本設計作業を開始

1953年 マルヰプロパン販売開始
1969年 カセットフーの発売(携帯用ホースノンこんろ)
1977年 家庭用洗剤「アララクリーン」発売

1958年 大阪水素工業（株）（現 岩谷瓦斯（株））を設立
 水素事業の本格的取り組み
1975年 （株）コールド・エアー・プロダクツを設立
 産業ガスメーカーポジションに参入
1978年 日本初の商業用
 液化水素製造プラント完成

1980年 ヘリウムガスの輸入を開始
1985年 米ユニオン・カーバイド社と
 工業ガス分野で業務提携を締結
1994年 喜連川ガスプラント完成

2006年 国内最大の液化水素製造プラント
 「ハイドロエッジ」が稼働
2013年 カタール産ヘリウムの調達開始
2014年 日本初の商用水素ステーション
 「イワタニ水素ステーション 尼崎」を開所
2019年 米国での水素ステーション事業に参入

1997年 ドラール・ミネラル・
 インダストリーズ社（豪州）を買収
1999年 リオティントグループの
 ジルコンサンド国内総代理権取得

1980年 堺LPGターミナル完成
1981年 サウジアラビアからの
 LPガス輸入開始
1994年 鹿島液化ガス共同備蓄基地完成
1995年 「MaruiGas災害救援隊」発足

2014年 米国からのLPガス輸入開始
2016年 電力小売事業へ参入
2017年 都市ガス小売市場へ参入

産業ガス・機械
事業

2020

1930年　岩谷直治商店創業
　　　　  酸素・カーバイド・
　　　　  溶接棒の取り扱い開始
1941年　水素の取り扱い開始
1945年　岩谷産業株式会社を設立

1946 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2022（年度）

売上高の推移 
※2000年度からは連結売上高

1965年
大証・東証
一部上場

11月決算から
3月決算に変更

売上高

1000,000
（百万円）
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2006
国内最大の液化水素製造プラント
「ハイドロエッジ」が稼働

2013
カタール産ヘリウムの
調達開始

2014
日本初の商用水素ステーション
「イワタニ水素ステーション 尼崎」を開所

2019
米国での水素ステーション
事業に参入

2021
「イワタニゲートウェイ」の
サービスを開始

2022
世界初となる水素の日豪間における
海上輸送・荷役の実証試験を完遂

1945
岩谷産業株式会社を設立

1953
マルヰプロパン販売開始

1958
大阪水素工業（株）を設立
（現 岩谷瓦斯（株））

1969
カセットフーの発売
(携帯用ホースノンこんろ)

1980
堺LPGターミナル完成

1930
岩谷直治商店創業

※2021年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）などを適用しており、2020年度の業績も同基準を遡って適用し、数値を組み替えています
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イワタニのあゆみ

世の中の必要に応え、革新に挑んだ歴史
くらしを豊かに変え、社会の発展を支え、豊かな未来を切り拓くガス&エネルギー。例えば LPガス、エアセパレートガス、ヘリウム、
そして水素。当社は、その必要性や可能性にいち早く着目し、安定した供給網を築き、新たな利用技術や製品を開発してきました。
ガス&エネルギーを中心に、世の中の必要に応え、たゆまぬ革新に挑み続けてきた当社の姿勢は、これからも変わりません。



●LPガス　●電力・都市ガス（保安）
●ガス機器・生活関連商品　●カセットこんろ・カセットガス

事業概要
2022年度経営成績 収益力3つの事業構成

PLAN
27

その他の事業

3.3%
総合エネルギー

事業

43.4%

産業ガス・機械事業

26.5%

マテリアル事業

26.8%

総合エネルギー
事業

32.9%

産業ガス・機械事業

38.1%

マテリアル事業

29.0%

※その他調整額を含んでおりません

9,062億円

売上高
【連結】

（2023年3月期）

400億円

営業利益
【連結】

（2023年3月期）

収益は右肩上がりで上昇

※2021年度より「収益認識基準に関する会計基準」などを適用した後の数値となっています

財務体質

財務体質は改善し、
ネットD/Eレシオは0.35倍に

有利子負債額（億円）

ネットD/Eレシオ（純有利子負債倍率） 

※2021年度より「収益認識基準に関する会計基準」などを適用した後の数値となっています

自己資本（億円）

投資

成長戦略に基づく積極的な投資を実施

株主還元

利益成長に伴い適正な株主還元を継続し
累進配当を実施

※2021年度より「収益認識基準に関する会計基準」などを適用した後の数値となっています

減価償却費（億円）

営業キャッシュフロー（億円） 

投資額（億円）

※～2014年度の投資、減価償却費の金額は有形固定資産の金額　
　2015年度～の投資、減価償却費の金額は有形固定資産・無形固定資産（のれん除く）、投資有価証券の合計金額
　2021年度～の投資、減価償却費の金額は有形固定資産・無形固定資産(のれん含む)、投資有価証券等の合計金額

※1：2011～2016年度は株式併合（5株→1株）を考慮した数字
※2：うち記念配当20円

連結配当性向（%） 

1株当たり配当金（円）※1

PLAN12 PLAN15 PLAN18 PLAN20 PLAN23

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

1,593

711

1,513

831

1,610

967

1,417

1,090

1,365

1,147

1,352
1,344

1,320

1,544

1,263

1,654

1,265

1,822

961

2,424

1,111

2,701

2020 2021

1,394

3,019

2022

1.96
1.641.64

1.441.44

1.091.09 0.980.98 0.840.84 0.730.73 0.640.64 0.550.55
0.230.23 0.300.30 0.350.35

192

337

229

400

264

700

127
149
123

181

132
155
133

188
145

248

162

333

163

262

170

332

183

346

2020 2021 2022

278

720

2023
（予想）

20192011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

PLAN15 PLAN18 PLAN20 PLAN23

314

244
226

430

361

372

285

391
402

487

130

514

PLAN12

2011

35

2012

35

2013

35

2014

35

2015

40

2016

40

2017

55

2018

65

2019

75

20
※2

2020 2021

75

2022

85
95

2023
（予定）

95

2017年10月 株式併合
5株→1株

PLAN15 PLAN18 PLAN20 PLAN23

16.2

21.3

16.5

27.8

15.9 11.9
15.4

16.6

22.3

17.4 16.3 17.1 16.3

PLAN12

2022

191

105

167

80

185

104111

61

204

123

250

165

271

175

264

192

287

209

299

232

400

320

400

299

450

335

2023
（予想）

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

PLAN15 PLAN20PLAN18

2021

PLAN23PLAN12

営業利益（億円)

親会社株主に帰属する当期純利益（億円)

PLAN
27

PLAN
27

総合エネルギー事業

●産業ガス（エアセパレートガス・水素・ヘリウムなど）
●ガス製造・供給設備、産業機械

産業ガス・機械事業

●機能樹脂　●資源　●新素材
●金属　●電子マテリアル

マテリアル事業

事業概要
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